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資料３－１（確定版）
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淀川左岸線（２期）事業 

に関する技術検討委員会 

 

 

 

 

 

 

一体構造物の安全性照査の流れについて 
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1. まえがき 

淀川左岸線（2 期）事業の建設にあたり、道路構造物と堤防を一体構造とした場合の安定性、

施工方法及び維持管理手法等について技術的な審議を行うことを本委員会の目的としているが、

今回は、以下のフローに基づき、確保機能について定量的な評価を行ったので、その報告を行う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■検討すべきテーマと視点（全体像）について 

 

浸透照査 

浸透照査 
交通振動 
耐震照査 等 

定量的評価が可能か 

YES 

不確定要因の分析 信頼性向上策 

YES 

現堤防と同等以上の機能を満足

しているか 

リスク対応とモニタリング等 

1)各種要因の不確定 

バラツキへの対応 
2)非常時の道路機能 

の喪失 
3)災害時の堤防表法への 

アクセスの確保 

1)耐浸透・耐震に対する一体構造施設弱体懸念への対応 

2)亀裂クラックや剥離の防御方法の吟味 
3)モニタリング手法（応力・歪み・変形・浸透水圧 

・隙間等の計測）の是非とその探査方法の見極め 

・道路線形・断面の見直し 

・補助工法(土留鋼矢板の扱い、 

地盤改良、浸潤面低下対策等) 

NO 

挙動の予測 

通行や堤防に支障がない変形量､ 

部材耐力となっているか 

構造の見直し 
NO 

（河川） 

（道路） 曲げ・せん断力 
変位・段差 

回転角 
耐震照査 等 

・河川疎通能力 

・構造物の近接施工 

・施工ステップ・仮締切工法 

・道路ブロック周辺の築堤に関する施工方法

等 

一体構造物の 

施工方法（案） 
施工法の検討 

機能が満たされない

場合、構造の見直しを

行う 

構造の決定 

一体構造物の 

確保機能 

・ 河川管理施設等構造令 

・ 道路構造令 

・ 各種マニュアルでの外力 等 

地盤沈下量 

想定される 

被害シナリオ 

構造の基本形を設定 

一体構造物としての要求性能を設定

前提条件 制約条件 
・ 堤防高 

・ 設置位置（都計） 

・ 道路のアプローチ 等 

要求性能の設定 

一体構造物(案)の設定 

一体構造物の安全性 

の照査方法（案） 

設計外力と照査基準の設定 

避難や通行規制等 

（ソフト対策） 

・ 堤防の変形、剥離、水みち 

・ 維持管理、施設保全、点検の方法 

・ 災害復旧 等 

 

維持管理手法及びモニタリング 

計画（案） 

・平常時（地盤変形、 

地下水変動、経年変化）

・非常時（洪水・豪雨、 

地震） 

設計外力と照査基準の設定 

 

挙動の予測 

定量的評価が可能か  

【検討の手順】 

① 要求性能の各項目を分類（ナンバリング、グルーピング） 

・設置された要求性能の各項目について、要求性能の低下要因 

 や評価ポイントから分類・整理する。 

③ 先行検討断面（２断面）の設定 

・左岸線全線の「挙動の予測（評価）」を行う前に、以下の項目について確

認するために、標準部（No.204）と特殊部（No.77）において、先行的に

検討を実施。 

■ 照査方法・項目・基準の妥当性 

■ 照査箇所・ポイント、着目点の確認 

■ 道路ボックス形状の基本形（平面２連 or 階段２連）の比較 

■ 土留鋼矢板の残置の影響把握 

④ 検討条件の設定 

・検討断面及び解析ケースの設定 

・土質定数 

・仮締切堤防（施工時）の設定 

⑤ 各要求機能に対する定量的評価結果と道路ボックス形状の比較 

（先行検討断面（２断面）での） 

・各要求性能に対する定量的評価結果と考察の中間とりまとめ 

・道路ボックス形状の基本形（平面２連 or 階段２連）の比較 

⑥ 全線の安全性評価方法の設定 

・先行検討を踏まえ、全線を評価するための｢照査方法(案)｣、｢照査項目

(案)｣、｢照査基準(案)｣の検証、再設定 

・全線の評価を行うための検討断面の設定 

⑦ 全線の安全性評価結果と構造の決定 

 

ＹＥＳ

ＮＯ （※次回委員会以降に検討） 

② 定量的評価が「可能な項目」と「困難な項目」の分類・設定 

・分類整理した各項目について、評価方法を検討 

・｢定量的評価が可能な項目｣は、｢照査方法(案)｣、｢照査項目(案)｣、｢照査

基準(案)｣を一次設定 

・｢定量的評価が困難な項目｣は、ソフト対策としての必要検討内容を抽出 

（※具体的検討は、次回委員会以降に実施） 

構造の決定 

第３回 

委員会 
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2. 一体構造物の要求性能  

2-1.  一体構造物の要求性能（第２回委員会とりまとめ内容） 
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2-2. 一体構造物の要求性能グルーピング 

  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

フロー図に基づき、要求機能（確保機能）を定量的評価が可能なものと困難なものに分類（ナンバリング、グルーピング）し、整理したものを示す。 
 
主として定量的評価が可能な項目【完成時】１／２ 

 



 

4 
 

 



 

5 
 

  
定量的評価が困難な項目【完成時】 

項目 内容 現象 想定される被害シナリオから導いた一体構造物の確保機能 No. 必要検討内容 備考

●定期的な測量成果により堤防沈下量の把握 LC-15 横断測量の頻度，位置

●堤内地の地下水低下を抑制すること LC-17 計測箇所の設定

●定期的な構造物点検（目視点検，沈下計測）により構造物の変形やクラックなどの把握 LC-18 点検項目，手法，点検頻度(定期点検)

●出水期前，台風期，出水後において，目視点検を実施 LC-19 点検項目，手法，点検時期(異常時点検)

●継続監視，点検強化ができること LC-20 点検体制の取り決め

●地震後において，構造物点検が実施できること LC-21 点検項目，手法，対象地震規模(緊急点検)

●短期間（14日）で隙間の復旧を行えること LC-22 被害規模に応じた補修工法の設定

●グラウトホールを設置し隙間の補修を行えること LC-23 グラウトホールの設置箇所

●構造物周辺については，連通試験，開削調査等の個別調査を行い，異常のレベルに応じて補修・補強を行うこLC-24 補修・補強方法の設定

●堤防欠損等の復旧作業ができること LC-25 作業体制，必要資材の備蓄

●洪水時の水防活動，自治体への避難情報の提供を行うこと LC-26 情報伝達の整理

●津波予報発令時には二次被害防止のための施設操作を行うこと LC-27 施設操作のルール設定

●堤内側から河川への避難ルートが確保されること LC-28

●堤内側から河川への復旧用作業ルートが確保されること　（第２回委員会後に追加) LC-29

●堤防縦断方向の復旧用作業ルートが確保されること　　　　（第２回委員会後に追加) LC-30

●堤防側からの堤防方向への景観に配慮すること　（第２回委員会後に追加) LC-32

●堤防上の自然環境に配慮すること　　　　　　　　　 （第２回委員会後に追加) LC-33

●堤防上の利用者に配慮すること                      （第２回委員会後に追加) LC-34

⑤道路の維持管理 ・道路施設の点検，補修ができる 地盤変形 ●継続監視，点検強化ができること BC-13 点検マニュアルの作成
現在の阪神高速での維持管理の
考え方を確認

BC-16 点検マニュアルの作成

現在の阪神高速での維持管理の
考え方を確認

●堤防高不足分の盛土を行えること LC-31 作業体制，必要資材の備蓄

損傷に応じた対策工法の設定BC-14●損傷が段差が生じた場合に構造物・舗装の補修ができること

BC-15 交通規制の発令事象，実施方法の設定

維持管理手法及びモニタリング
(案)としてとりまとめる

ルートの設定

災害復旧に関わる基本方針として
とりまとめる

景観，自然環境，利用者への配慮事項
景観，自然環境に対する基本的な
配慮事項，利用形態（案）をとりま
とめる

⑤河川の維持管理
・河川の状態把握，河川巡視，点検，維持管理対策等によ
り河川の機能低下を適確に把握し，対策を行う

地盤変形
地下水変動
経年変化
洪水・豪雨
地震

地盤変形
地下水変動
経年変化
洪水・豪雨
地震

・堤防被災時に早急な復旧ができる⑥災害復旧

地盤変形
地下水変動
経年変化
洪水・豪雨
地震

⑦材質及び構造

・工事費が低廉
・材料取得が容易
・構造物としての劣化現象が生じにくい
・不同沈下が起きても修復が容易
・基礎地盤と一体としてなじむ
・嵩上げ・拡幅等が容易

●老朽化による構造物の損傷の拡大を防ぐこと

地盤変形
地下水変動
経年変化
洪水・豪雨
地震

⑥災害復旧

●非常時に交通規制を行う

・構造物の材質，継手部の構造など，長期的に性能を保持
できるような材質，構造の選定

⑦材質及び構造

道
路

（
構
造
物

)

の
安
全
性
，
通
行
機
能
を
確
保
す
る
こ
と

堤
防

（
土
堤

）
の
機
能
を
満
た
す
こ
と

地盤変形
地下水変動
経年変化
洪水・豪雨
地震

⑧環境，景観，親
水，上部利用・・・

要
求
機
能

・被災後の補修・補強により早期に供用できる
（外力レベルに応じた復旧容易性を設定）
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定量的評価が困難な項目【施工時】 

項目 内容 現象 想定される被害シナリオから導いた一体構造物の確保機能 No. 必要検討内容 備考

⑤道路の維持管理 ・道路施設の点検，補修ができる 地盤変形 ―

LP-10

LP-9 点検項目，手法，点検頻度(定期点検)

計測箇所の設定，手法，頻度

LP-15

LP-14

LP-13

LP-12

LP-11 工事をストップする事象，基準の整理

「維持管理手法及びモニタリン
グ(案)－施工編」としてとりまと
める

仮設構造設計による検討

計測が容易に可能であるかの確認

仮設構造設計による検討

補修・補強方法の設定

工事をストップする事象，基準の整理

地盤変形
地下水変動
経年変化
洪水・豪雨
地震

地盤変形
地下水変動
経年変化
洪水・豪雨
地震

●工事をストップする

●堤防及び土留材の変位計測

●継続監視，点検強化ができること

●洪水の浸透水により土留，切梁，支保工の倒壊を防ぐこと

―

地盤変形
地下水変動
経年変化
洪水・豪雨
地震

●土留時に鋼矢板の変形を抑制すること

―

●堤防及び土留材の変位計測

●土留に変状が生じた場合，補修・補強ができること

BP-6

地盤変形
地下水変動
経年変化
洪水・豪雨
地震

●工事をストップする

・河川の状態把握，河川巡視，点検，維持管理対策等により河川の機能低
下を適確に把握し，対策を行う

・構造物の材質，継手部の構造など，長期的に性能を保持できるような材
質，構造の選定

要
求
機
能

・被災後の補修・補強により早期に供用できる
（外力レベルに応じた復旧容易性を設定）

・工事費が低廉
・材料取得が容易
・構造物としての劣化現象が生じにくい
・不同沈下が起きても修復が容易
・基礎地盤と一体としてなじむ
・嵩上げ・拡幅等が容易

・堤防被災時に早急な復旧ができる

地盤変形
地下水変動
経年変化
洪水・豪雨
地震

⑦材質及び構造

道
路

（
構
造
物

)

の
安
全
性
，
通
行
機
能
を
確
保
す
る
こ
と

⑧環境，景観，親
水，上部利用・・・

堤
防

（
土
堤

）
の
機
能
を
満
た
す
こ
と

⑦材質及び構造

⑤河川の維持管理

⑥災害復旧

⑥災害復旧



 

 

 


